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 第１章 人権 

第 1問 法の下の平等 

法の下の平等の意味について簡単に説明した上、平等原則違反の違憲審査基準に

ついて論ぜよ。 

（平成 16 年・平成 25 年 東京都）（平成 21 年・令和３年 裁判所） 

（令和７年 国税） 

解答例 

１ 法の下の平等の意味 1 

 法の下の平等とは、すべて国民が人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、2 

政治的、経済的又は社会的関係において、差別されないことをいう。 3 

 まず、「法の下の」平等とは、法を執行し、法を適用する行政権・司法権は、国民を4 

差別してはならない（法適用の平等）だけではなくて、法を作る国会も国民を差別し5 

てはならない（法内容の平等）ことを意味している。 6 

 更に、法の下の「平等」とは、絶対的・機械的平等ではなく、各人の性別、能力、7 

年齢、財産、職業、または人と人との特殊な関係などの種々の事実的・実質的差異を8 

前提として、法の与える特権の面でも法の課する義務の面でも、同一の条件の事情の9 

下では均等に取り扱うという相対的・比例的平等を意味する。 10 

２ 平等原則違反の違憲審査基準 11 

 このように、憲法の法の下の平等が、相対的・比例的平等を意味するのだとすると、12 

合理的な区別は許されるが、不合理な差別は許されないこととなる。 13 

 そして、何が不合理な差別であるかどうかは、対象となる権利の性質に応じて、立14 

法目的と立法目的達成手段の二側面から合理性の有無を判断すべきである。 15 
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 すなわち、原則として立法目的が必要不可欠なものであるかどうか、立法目的達成16 

手段が必要最小限度のものかどうかを検討することが必要である。しかし、国会の広17 

い裁量が認められる、例えば経済的自由の問題では、立法目的が正当なものであり、18 

目的と手段との間に合理的関連性が存することを持って足りると考える。 19 

 尊属殺重罰規定違憲判決では、立法目的である尊属に対する尊重報恩には合理的な20 

根拠があるとしつつも、法定刑が死刑または無期懲役に限っている点において立法目21 

的達成手段が合理性を欠くものとして平等原則違反としている。 22 

 他方、サラリーマン税金訴訟では、租税法の定立については、立法府の広い裁量を23 

認め、その立法目的が正当なものであり、かつ、当該立法において具体的に採用され24 

た区別の態様が右目的との関連で著しく不合理であることが明らかでない限り、違憲25 

とはならないとしている。 26 

 




